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第５節　情報通信ネットワーク

－光ファイバ網の全国整備が進む一方、都市部と地方で整備水準に格差

1 高速・超高速ネットワーク
（1）加入者系　①概況

加入者と電気通信事業者の収容局の間を結ぶ加入

者系ネットワークは、かつてメタリックケーブルに

よる固定電話、ISDN等が中心であったが、近年の

高速かつ大容量のデータ通信に対するニーズの高ま

りなどにより、光ケーブルによる整備が進むなど急

速に多様化が進展している（図表①）。なかでも、

高速・超高速インターネットアクセス網（注）は高度

情報通信ネットワーク社会の実現に不可欠のインフ

ラとして位置付けられており、加入者の増加が著し

いものとなっている（1-1-3参照）。

※　xDSLの伝送速度はベストエフォートのもの�

分類� 名称� 伝送速度� サービス開始年�

固定電話� 電話サービス：上り33.6kbps／下り56kbps 明治23年～�

ISDN(64kbps) 64kbps 昭和63年～�

xDSL

固定系�

メタリックケーブル�

光メタル併用�

光ケーブル�

無線系�

地上系�

衛星系�

移動系�

ADSL：上り16kbps～1Mbps／�
 下り1.5Mbps～8Mbps程度�
SDSL：1対で1.5Mbps～2Mbps�
HDSL：2対で1.5Mbps～2Mbps�
VDSL：上り2.3Mbps程度／�
 下り52Mbps程度（研究開発中）�

平成11年～�

HFC(ケーブルテ�
レビ網構成)

ケーブルインターネット：最大30Mbps程度�平成8年～�

FTTH 数10Mbps～100Mbps 平成12年～�

FWA 最大156Mbps 平成11年～�

光空間通信� 最大622Mbps 平成14年～（予定）�

無線LAN 最大11Mbps 平成12年～�

携帯電話・PHS

PHS ：32kbps～128kbps程度�
携帯電話 ：～28.8kbps（PDC）�
 ：～64kbps（cdmaOne）�
IMT-2000 ：～384kbps（DS-CDMA）�
 ：～144kbps（MC-CDMA）�
 ：上り144kbps／下り2.4Mbps�
 　（CDMA 1xEV-DO、予定）�
第4世代移動通信システム：100Mbps程度�

自動車電話：昭和
54年～�
携帯電話：昭和62
年～�
PHS：平成7年～�
IMT-2000：平成13
年～�
第4世代移動通信シ
ステム：研究段階�

無線LAN 最大11Mbps 平成14年～�

衛星移動電話� 最大64kbps 平成8年～�

衛星通信� 数kbps
平成11年～�
（データ通信）�

図表①　加入者系ネットワークの種類

（注）本節では、「e-Japan戦略」（平成13年1月IT戦略本部決定）に従い、「高速インターネットアクセス網」を音楽データ等をスムーズにダウン
ロードできるインターネット網、「超高速インターネットアクセス網」を映画等の大容量映像データをスムーズにダウンロードできるイン
ターネット網としている
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既にサービスが開始されている主な高速・超高速

インターネットアクセス網としては、固定系では、

高速インターネットアクセス網として、xDSL（デ

ジタル加入者線：Digital Subscriber Line）、ケーブ

ルインターネット、FWA（加入者系無線アクセス：

Fixed Wireless Access）が、また、超高速インター

ネットアクセス網として、FTTH（Fiber to the

Home：各家庭まで光ファイバを敷設した超高速回

線）が挙げられる。移動系では、IMT-2000のサー

ビスが開始されているほか、2010年頃のサービス開

始に向けて第4世代移動通信システムの概念・骨格

について国際的な検討がなされている（図表②）。

超高速ネットワークの中核をなす光ファイバ網の

整備状況についてみると、平成12年度末における光

ファイバ網整備率は、電気通信事業者の集線点ベー

スで全国平均43％（対前年度比7ポイント増）と着

実に整備が進展している。しかし、都市規模別にみ

ると、政令指定都市及び県庁所在地級都市が61％

（ビジネスエリアは94％）、人口10万人以上の都市が

40％（ビジネスエリアは72％）となっている一方、

その他の都市では22％にとどまっており、都市部と

地方で整備水準に格差が生じている（図表③）。

固定系�

分類� 特徴�

移動系�

ケーブルインター�
ネット�

　一般に低廉な料金で高速サービスを提供しているが、地域ごとの事業者によってサ
ービス内容に相違がある。�

DSL

FWA

FTTH

IMT-2000

第４世代移動通信�
システム�

　従来の電話回線（メタリックケーブル）に専用のモデムを設置し、大容量の通信を
行う。光化された回線網では利用できないほか、加入者収容局からの伝送距離が長い
場合には利用が不可能、又は、十分な通信速度の確保が困難な場合もある。�

　加入者宅側にアンテナを設置し、電波を利用して大容量の通信を行う。回線整備が
容易であるが、建物等による遮蔽を避ける必要がある。大都市部を中心としてサービ
スを提供している。�

　光ファイバケーブルを直接契約者建物内に引き込み接続する。平成13年度よりサービ
ス提供が本格化し、現在のところ、大都市部を中心としてサービスを提供している。�

　第3世代移動通信システムとも呼ばれ、我が国では平成13年 10月より本格サービ
スが開始されている。DS-CDMAでは伝送速度を384kbps（回線交換時は64kbps）ま
で高速化しているが、将来的には2Mbpsまで拡張可能な規格となっている。�

　IMT-2000の次の世代の移動通信システム。現在、国際的にシステムの概念・骨格の
検討を行っている。2010年頃に、100Mbps程度の伝送速度実現を目指す。�

図表②　主な高速・超高速インターネットアクセス網

※　主要エリアは、加入者の50％以上が事業所であるエリア�

政令指定都市及び�
県庁所在地級都市�

人口 10 万以上の�
都市等�

全エリア�

主要エリア（ビジネスエリア）�

全エリア�

主要エリア（ビジネスエリア）�

16％�

32％�

8％�

6％�

2％�

10％�

21％�

47％�

11％�

23％�

3％�

13％�

28％�

74％�

11％�

48％�

5％�

16％�

34％�

89％�

13％�

59％�

6％�

19％�

44％�

92％�

22％�

69％�

8％�

27％�

56％�

93％�

31％�

72％�

14％�

36％�

61％�

94％�

40％�

72％�

22％�

43％�

1211109876

カバー率�年度末�

区分�

その他�

全国�

図表③　都市規模別光ファイバ網整備状況
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1 高速・超高速ネットワーク
（1）加入者系　②ケーブルテレビ網の高度化
－ケーブルテレビの幹線において光化が進展

平成13年度末におけるケーブルテレビの施設数

は、7万3,834（対前年度比1.6％増）である。内訳に

ついて規模別にみると、許可施設数は1,913（対前年

度比0.4％減）、届出施設数は3万7,994（同1.6％増）、

小規模施設数は3万3,927（同1.7％増）となっている。

また、自主放送を行う施設数は994（対前年度比

5.1％増）となっている（図表①）。

ケーブルテレビの施設は、放送のみならず、イン

ターネット接続サービス、ケーブルテレビ電話等の

通信サービスの提供にも活用されており、ケーブル

テレビは通信及び放送サービスを総合的に行う「フ

ルサービス」の提供が可能な地域における情報通信

基盤に成長しつつある（ケーブルインターネットの

普及については1-1-3参照）。また、インターネット

のブロードバンド化等への対応として、ケーブルテ

レビ網の幹線における光化及び伝送容量の広帯域化

が進展している（図表②、③）。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

※１　許可施設…引込端子数501以上の施設�
※２　届出施設…引込端子数51以上500以下の施設及び引込端子数50以下の施設で自主放送を行う施設�
※３　小規模施設…引込端子数50以下の施設で、同時再送信のみを行う施設�
※４　「自主放送を行う施設」には、他のケーブルテレビ事業者に施設を提供（チャンネルリース）して自主放送を行う施設も含む�

9 10 11 12 13

許可施設（※1）�
 （うち）自主放送を行う施設�
 （うち）再送信のみを行う共聴施設�
届出施設（※2）�
 （うち）自主放送を行う施設�
 （うち）再送信のみを行う共聴施設�
小規模施設（※3）�
施設総数（※4）�
 （うち）自主放送を行う施設�
 （うち）再送信のみを行う共聴施設�

1,884�
640�
1,244�
35,474�
333�

35,141�
30,876�
68,234�
973�

67,261

1,902�
653�
1,249�
36,113�
377�

35,736�
31,527�
69,542�
1,030�
68,512

1,939�
656�
1,283�
36,362�
328�

36,034�
32,261�
70,562�
984�

69,578

1,920�
651�
1,269�
37,409�
295�

37,114�
33,369�
72,698�
946�

71,752

1,913�
676�
1,237�
37,994�
318�

37,676�
33,927�
73,834�
994�

72,840

（年度末）�

図表①　ケーブルテレビ施設数の推移

14.3％�

56.0％�

－　�

109,962�

26,649�

24.2％�

96,228�

17,080�

17.7％�

伸び率�1211

幹線路�

　（うち）光ファイバ�

幹線光化率�

年度末�

図表②、③　自主放送を行っている営利を目的としたケーブルテレビ事業者へのアンケート調査より作成�

（単位：km）�

図表②　ケーブルテレビの幹線光化率

400MHz以下
45％�

401～700MHz
31％�

700MHz以上
24％�

図表③　帯域別の自主放送を行う許可施設数
（平成13年3月）
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第５節　情報通信ネットワーク

国内における中継系ネットワークの整備について

みると、昭和60年2月にNTTが旭川から鹿児島まで

の3,400kmを縦貫する光ファイバケーブル網を完成

させており、現在では、KDDI、日本テレコム及び

電力系NCCも全国的な中継系ネットワークを整備し

ている。また、平成11年4月にKDD（現KDDI）が

日本列島を環状に取り巻く光海底ケーブルJIH

（Japan Information Highway）の運用を開始してい

る（図表①）。さらに、高速・超高速インターネッ

トアクセス網の普及等、加入者系ネットワークの発

展に伴い、光ファイバの敷設による中継系ネットワ

ークの増強が図られている。既に、各都道府県の間

や都道府県内の交換局間を結ぶ中継系ネットワーク

については、ほぼ100％の光ファイバ化が完了して

おり、ケーブル長でみても平成12年度末におけるケ

ーブル総延長約27万kmのうち、89％が光ファイバ

化されている。

伝送ノード
NTT�
KDDI�
KDDI（JIH）�
日本テレコム�
電力系NCC

平成14.12.1�
開局予定�

図表①　国内における主な中継系ネットワーク

1 高速・超高速ネットワーク
（2）中継系
－ケーブル総延長約27万kmのうち89％が光ファイバ化



204

情
報
通
信
の
現
況

第

2
章

第５節　情報通信ネットワーク

他方、国際的な中継系ネットワークである国際海

底ケーブルについて我が国周辺の状況をみると、高

速・大容量の通信が可能な光ケーブルによる国際海

底ケーブルが整備の中心となっている。平成13年12

月に運用を開始した第2アジア太平洋ケーブル網

（APCN2）では、運用当初の回線容量が80Gbps

（電話線換算で約96万8千回線）であり、さらに最大

2.56Tbps（電話線換算で約3,100万回線）への拡張

が可能となっている（図表②）。

また、中継系ネットワークの増強に当たっては、

ケーブルの新規敷設のみならず、既存ケーブルの利

用効率向上も図られている。光ケーブル内において

複数の波長の光信号を多重伝送することにより、伝

送容量を現状の数倍から百数十倍へと飛躍的に向上

させるWDM（波長分割多重：Wavelength Division

Multiplexing）技術は、既にNTTコミュニケーショ

ンズ等の長距離系電気通信事業者が国内幹線に導入

しているほか、国際海底ケーブルにおいても運用当

初からの導入を視野に入れた整備が行われている。

Pacific Crossing 1ケーブル（PC-1）�
80Gbps�

～640Gbps 2000

容量�名称� 運用開始�陸揚地�

日本、米国�

China-USケーブルネットワーク� 80Gbps 2000日本、米国、グアム、韓国、中国、台湾�

Japan-USケーブルネットワーク� 400Gbps�
～640Gbps

2001日本、米国、ハワイ�

第2アジア太平洋ケーブルネット�
ワーク（APCN2）�

80Gbps�
～2.56Tbps

2001日本、韓国、中国、香港、台湾、マレイシア、
シンガポール、フィリピン�

East Asia Crossing�
（EAC）�

80Gbps�
～2.56Tbps

2001日本、韓国、香港、台湾、シンガポール�

北アジアケーブルシステム�
（NACS）�

120Gbps�
～3.84Tbps

2001日本、香港�

日韓ケーブルネットワーク�
（KJCN）�

50Gbps�
～2.88Tbps

2002日本、韓国�

フラッグ西アジアケーブルシステ�
ム（FWACS）�

120Gbps�
～3.84Tbps日本、韓国、香港�

C2Cケーブルネットワーク�
160Gbps�

～7.68Tbps
2001日本、フィリピン、韓国、中国、香港、台湾、

シンガポール�

TyCom transpacificケーブルシス�
テム�

5.12Tbps
2002�
（予定）�

2002�
（予定）�

日豪間ケーブル（AJC）�
40Gbps�

～320Gbps日本、オーストラリア、グアム� 2001

フラッグケーブル（FLAG）� 10Gbps
日本、韓国、中国、香港、タイ、マレイシア、インド、サウ
ディ・アラビア、ジョルダン、アラブ首長国連邦、エジプ
ト、イタリア、スペイン、英国�

1998

SEA-ME-WE3ケーブル� 40Gbps

日本、韓国、中国、香港、マカオ、台湾、フィリピン、ヴィエトナム、ブルネ
イ、マレイシア、シンガポール、インドネシア、オーストラリア、タイ、ミャン
マー、スリ・ランカ、インド、パキスタン、オマーン、アラブ首長国連邦、ジ
ブティ、サウディ・アラビア、エジプト、キプロス、トルコ、ギリシャ、イタリ
ア、モロッコ、ポルトガル、フランス、英国、ベルギー、ドイツ�

1999

日本、米国、グアム�

ア
ジ
ア
〜
米
国�

東
ア
ジ
ア
域
内�

日
豪�

ア
ジ
ア
〜
欧
州�

図表②　我が国周辺の主な高容量海底ケーブル網
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インターネットエクスチェンジ（IX）は、ISPの

相互接続点として、効率的かつ経済的なトラヒック

の中継によるインターネット接続コストの低減、接

続ホップ数の削減によるバックボーンの品質向上等

の役割が期待されており、高速・超高速インターネ

ットの普及に不可欠なネットワークインフラとして

重要な位置を占めている。

我が国におけるIXは、平成6年4月にWIDEプロジ

ェクトがインターネットを相互に接続する場合の問

題点に関する実証的な研究を目的として設置した

NSPIXP1（東京、現在は運用を停止）に始まり、平

成9年11月には商用IXであるJPIX（東京）の運用が

開始されるなど、首都圏を中心に整備が行われてき

た。また、近年の動向としては、ISPの回線が集ま

るデータセンタ等にIXを分散化させる動きや、大阪、

名古屋等の大都市部において新たなIXの設置が進ん

でいることが挙げられる。

平成13年3月現在の主要なIXにおけるトラヒック

量についてみると、JPIXが約9Gbps、NSPIXP2が約

7Gbpsとなっており、トラヒック量が急速に増加し

ていることが分かる（図表②）。また、ADSLや

FTTH等インターネットのブロードバンド化が進展

するとともにトラヒック量は今後も引き続き急速な

増加が見込まれている。そのため、地方におけるブ

ロードバンド・コネクティビィの確保、大規模地震

等への危機管理、特定のIXに対する過負担の回避等

の観点から、引き続きIXの分散化が進められること

が期待されている。

運用開始� 運営主体�

WIDEプロジェクト�

WIDEプロジェクト�

日本インターネットエクスチェンジ�

WIDEプロジェクト�

KMN�

インターネットマルチフィード�

インターネットマルチフィード�

日本インターネットエクスチェンジ�

位置付け�

実験用�

実験用�

商用�

実験用（IPv6）�

商用�

商用�

商用�

商用�

設置場所�

東京�

大阪�

東京�

東京�

名古屋�

東京�

大阪�

大阪�

名称�

NSPIXP2�

NSPIXP3�

JPIX�

NSPIXP6�

JPIX名古屋�

JPNAP�

JPNAP大阪�

JPIX大阪�

平成8年 10月�

平成 9 年 3 月�

平成9年 11月�

平成11年 8月�

平成13年 4月�

平成13年 5月�

平成14年 1月�

平成14年 4月�

図表①　我が国における主なIX

（出典）　JPIX、WIDEプロジェクト資料�

【NSPIXP2】�【JPIX】�

図表②　IXにおけるトラヒック量の推移

関連サイト：WIDEプロジェクト（http://www.wide.ad.jp/index-j.html）
日本インターネットエクスチェンジ（http://www.jpix.co.jp/jp/index.html）

1 高速・超高速ネットワーク
（3）インターネットエクスチェンジ
－大都市部においてIXの分散化や新たなIXの設置が進む
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2 無線局
（1）概況
－携帯電話の急速な普及に伴い陸上移動局が引き続き増加

平成13年度末における無線局数（PHS端末やコー

ドレス電話等の免許を要しない無線局を除く。）は、

7,434万5,634局（対前年度比11.7％増）となってい

る。

内訳についてみると、携帯電話の急速な普及に伴

い、携帯電話端末等の陸上移動局が7,170万9,278局

（対前年度比12.4％増）と大幅に増加しており、無線

局数の増加に大きく寄与していることが分かる。な

お、平成13年度末の無線局数に占める陸上移動局数

の割合は96.4％にまで高まっている（図表）。

他方、基地局は79万3,860局（対前年度比3.4％減）、

簡易無線局は70万5,172局（同4.1％減）、アマチュア

局は80万5,278局（同10.4％減）と減少している。

その他�
基地局�
簡易無線局�
アマチュア局�
陸上移動局�
陸上移動局の割合�

合　　計�

※1　陸上移動局：陸上を移動中又はその特定しない地点に停止中運用する無線局（携帯電話端末等）�
※2　簡易無線局：簡易な無線通信を行う無線局（パーソナル無線等）�
※3　基地局：陸上移動局との通信を行うため陸上に開設する移動しない無線局（携帯電話基地局等）�
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32
9

251
128
410

49.4%

829

30
8

164
133
505

60.2%

839

30
8

133
136
777

71.8%

1,083

30
30

117
135

1,419
82.0%

1,732

31
53

110
130

2,598
88.9%
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図表　無線局数の推移
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基地局とは、携帯電話端末等の陸上移動局との通

信を行うため陸上に開設する移動しない無線局であ

る。平成13年度末における基地局数は、79万3,860

局（対前年度比3.4％減）と2年連続で減少している

（2-5-2（1）参照）。

内訳についてみると、携帯電話基地局は、需要の

増加に対応した設備増強等により、5万4,617局（対

前年度比25.2％増）と大きく増加している。他方、

PHS基地局は67万9,810局（対前年度比5.0％減）、そ

の他の基地局は5万9,433局（同4.9％減）と減少して

いる。

さらに、平成13年10月に本格サービスが開始され

たIMT-2000の基地局についてみると、平成13年度

末には8,119局（対前年度比4,042.3％増）と急激に

増加しており、本格サービスの開始に向け、移動系

通信事業者が積極的な設備投資を行っていることが

うかがえる（図表①）。平成13年度末におけるサー

ビスカバーエリアは、関東地区、関西地区及び東海

地区となっており、平成14年4月には全国主要都市

でのサービスが開始されている（図表②）。今後、

各事業者において、サービスの全国展開が予定され

ており、IMT-2000基地局数は、引き続き増加が見

込まれる。

11年度末� 12年度末�

839,142�

33,325�
（　－　）�

743,404�

62,413

822,025�

43,612�
（196）�

715,941�

62,472

793,860�

54,617�
（8,119）�

679,810�

59,433

13年度末�

▲3.4％�

25.2％�
（4,042.3%）�

▲5.0％�

▲4.9％�

伸び率（12～13年度末）�

（単位：局）�

基地局数�

 携帯電話基地局�
（うち IMT-2000基地局）�

 PHS基地局�

 その他の基地局�

図表①　基地局数の内訳

NTTドコモ、KDDI資料より作成�

図表②　IMT-2000のサービスカバーエリア（平成14年4月1日現在）

2 無線局
（2）基地局
－IMT-2000基地局が急激に増加
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2 無線局
（3）固定局
－新たにデジタル方式の同報無線システムを導入

固定局とは、一定の固定地点の間の無線通信業務

を行う無線局である。平成13年度末における固定局

数は8万6,485局（対前年度比3.9％増）となっており、

増加を続けている（図表①）。

固定局は、マイクロ波（3GHz～30GHz）を利用

した固定マイクロ通信として主に利用されており、

数km～50km離れた固定地点間で数Mbp s～

200Mbps程度の大容量通信を行う基幹通信網となっ

ている。利用分野についてみると、電気通信業務用、

放送事業用、公共・一般業務用と多岐にわたってお

り、国民生活を支える重要な情報通信インフラとな

っている。なお、具体的な用途としては、携帯電話

回線の中継、テレビ放送の中継、電力設備の基幹系

統の保護、地方公共団体間のネットワーク構築等が

ある。

また、固定局は、地域の防災を担う防災行政無線

システムとしても活用されている。屋外拡声器等、

地域において音声で防災行政情報を伝える同報無線

システムは、市町村役場等と住民を結ぶ災害情報等

の伝達手段として、地域に密着した重要なシステム

となっている。同報無線システムは、昭和53年の導

入開始以来、各市町村で整備が着実に進展しており、

平成14年3月末現在、2,100以上の市町村で整備され

ている。また、文字や画像を使用したより的確な防

災情報の提供を実現するデータ通信、双方向通信等

へのニーズが増加してきたことから、従来のアナロ

グ方式に加え、平成13年4月よりデジタル方式によ

る同報通信システム（市町村デジタル同報通信シス

テム）が導入されている（図表②）。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

9 10 11 12 13

71,266
75,191

78,840
83,251 86,485

（年度末）�

（局）�

図表①　固定局数の推移

アナログ方式�

屋外拡声子局�

屋外拡声子局�

カメラ付き屋外拡声子局�

文字表示装置付き�
屋外拡声子局�

避難所�

戸別受信設備�

戸別受信設備�

同報親局役場�同報親局役場�

文字情報�

食料が不足�
しています。�

デジタル方式�

図表②　市町村デジタル同報通信システムのイメージ図
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（1）静止衛星

平成13年度末における国内サービスに使用中の主

な静止衛星についてみると、概要は図表のとおりと

なっている。さらに、平成14年3月には、ジェイサ

ットが東経154度にJCSAT-2の後継機であるJCSAT-

2Aの打上げに成功している。

静止衛星の主な利用分野についてみると、通信衛

星では、JCSAT、スーパーバード及びPASが企業内

通信用、CSデジタル多チャンネル放送用及び衛星イ

ンターネット用、N-STARが離島通信用、災害時等

の迂回用及び移動通信サービス用として使用されて

いる。また、放送衛星では、BSAT-1aがBSアナログ

放送用（バックアップとしてBSAT-1b及びBS-3Nを

使用）、BSAT-2aがBSデジタル放送用として使用さ

れている。

そのほか、静止衛星は全世界を対象とした移動通

信システム等の国際サービスにも使用されており、

主な衛星としてインマルサット、インテルサットが

ある。

（2）周回衛星

周回衛星についてみると、平成11年3月からオーブ

コムジャパンが地球規模の双方向データ通信及び測

位サービスを開始している。また、平成11年12月に

は米オーブコム社とカナダのテレデシック社が協同

して7機の通信衛星の打上げに成功しており、平成13

年度末現在、オーブコムは35機体制となっている。

※　N-SAT-110については、ジェイサットがJCSAT-110、宇宙通信がスーパーバードD号機と呼称�

JCSAT-1B�

JCSAT-2�

JCSAT-3�

JCSAT-4A

通信衛星�

放送衛星�

N-STARa

N-STARb

N-SAT-110 ※�

スーパーバードA�

スーパーバードC�

スーパーバードB2�

PAS-2�

PAS-4R�
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運用会社�衛星の名称�区分�

Cバンド�Kuバンド� その他�

放送�
利用�

国際サ�
ービス�

ジェイサット�
宇宙通信�

宇宙通信�

パンアムサット・イン�
ターナショナル・シス�
テムズ・インク (米 )

放送衛星システム�

NHK�
WOWOW

放送衛星システム�
NHK�
WOWOW

ジェイサット�
NTT東日本�

NTT西日本�
NTTドコモ�

図表　国内サービスに使用中の主な静止衛星の概要（平成13年度末）

2 無線局
（4）衛星
－JCSAT-2の後継機であるJCSAT-2Aの打ち上げに成功
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3 郵便局ネットワーク

－すべての市区町村に郵便局が設置

郵便局は、すべての市区町村に設置されており、

全国にあまねく公平なサービスを提供している。

平成13年度末における郵便を取り扱う施設数は、

郵便局が24,773局（対前年度比0.0％減）、郵便切手

類販売所・印紙売りさばき所が15万1,722か所（速報

値）（同0.1％減）、ゆうパック取次所は7万8,939か所

（速報値）（同4.3％減）、郵便ポストが約17.7万本

（速報値）（同0.1％増）となっている（図表①）。

郵便局数について内訳をみると、普通郵便局が

1,308局（前年度と同数）、特定郵便局が18,934局

（対前年度比0.1％増）、簡易郵便局が4,531局（同

0.4％減）となっている。また、普通郵便局及び特定

郵便局について、集配局と無集配局の別でみると、

集配局が4,884局（同0.3％減）、無集配局が15,358局

（同0.2％増）となっており、集配局の集約が進みつ

つあることがうかがえる。

そのほか、総務省郵政事業庁は、平成10年6月か

ら、民間運送業者と提携し、郵便局ネットワークを

活用して荷物（主に保冷荷物）を郵便小包として届

ける協力体制を築いている。このような業務提携を

行っている事業者は、平成14年3月末現在16社とな

っている。
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※1　平成13年度末の郵便切手類販売所・印紙売りさばき所、ゆうパック取次所及び郵便ポストの数値は速報値�
※2　郵便局数は、昭和基地内郵便局及び船内郵便局を除いたため、「平成13年版情報通信白書」と数値が異なる�

（年度末）�

郵便局� 郵便ポスト� 郵便切手類販売所・印紙売りさばき所� ゆうパック取次所�

図表①　郵便を取り扱う施設数の推移
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合　　計�

※　郵便局数は、昭和基地内郵便局及び船内郵便局を除いたため、「平成13年版情報通信白書」と数値が異なる�

図表②　郵便局数の推移


